





















(１) See Hans Lewald, Questions de Droit International des Successions, 9






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(44) COM (2009)154final. See STEFANIA BARIATTI, CASES AND MATERIALS OF EU
 



















































































































































(58) See JOSEPH RAZ,PRACTICAL REASONS AND NORMS (1975).
(59) マコーミック・前掲論文（註（57））44～45頁。
(60) 同上論文51頁。
国際私法における相続人の不存在（伊藤) 25
較衡量なく決定し得ない。このような場合に、法律家の論証における諸要
素の多様性は、ルーマンの期待に反して、明らかに縮減不能である。
マコーミックのいう「結果（Konsequenzen）」とは、個別の利益にかか
わる具体化された決定の具体化された結果ではない。法解釈は「決定の含
意としての結果」を評価することで「……法システムにおける重要な諸価
値がみずからに帰せられている特定の読み方による?法適用の繰り返し>
によって実現される
(61)
こと」を目的としなければならない。
おわりに
国際相続における相続人のない遺産に係る法律関係について、国際私法
上の条理にもとづき財産所在地法を準拠法とするのは、財産所在地国の利
益保護のためであり、財産所在地国の国庫への遺産の帰属の認められるこ
と自体が目的とされていた。
これに対して「たとえば、相続人なく死亡した日本人が外国に所在する
財産を遺した場合に、個別準拠法としての財産所在地法が被相続人の本国
法による統一的な遺産の処理を妨げないものとしているときは、日本の相
続財産管理人がこのような財産の引渡しを受け、被相続人の本国法として
の日本法によって統一的に管理清算する余地を否定すべきではない。とり
わけ、わが国に所在する遺産が完済不能の場合のように、遺産の統一的な
清算管理が望ましく、かつ、これが可能である場合には、例外的に、統一
的な遺産処理を規定した法例26条（法適用通則法36条）の趣旨を類推して、
これを可能とみる方が妥当であるように思わ
(62)
れる」との問題提起をどのよ
うに考えるべきであろうか。
相続人不存在の財産の処理を相続の問題とみても、ハーグ相続準拠法条
約16条や EU相続規則提案24条のように、財産所在地法の特別連結により
(61) 同上論文52頁。
(62) 木棚・前掲書（註（６））373頁。
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財産所在地国の遺産取得権を他に優先させることが可能である。そうする
と、相続の問題と性質決定し、相続準拠法の適用を原則として、例外の場
合にのみ財産所在地法によるのか、それとも、特殊の個別問題と性質決定
し、財産所在地法の適用を原則に、例外として相続準拠法による遺産処理
を認めるのか、という二者択一は、必ずしも重要でなくなる。むしろ、上
記の問題提起への対応として、条理の内容を固定化せず、国際私法上の利
益衡量にもとづき、遺産の清算管理の統一性が確保されるように、相続準
拠法の効力と財産所在地法の効力の優先劣後関係を決することはできない
であろうか。換言すれば、国際相続における相続人不存在という法律関係
について最密接関係法を選択指定するのではなく、被相続人の本国法と遺
産の所在地法との間で牴触する適用範囲の国際私法上の利益衡量にもとづ
く画定の問題と位置づけるべきではないか。
前章で検討したように、利益衡量と結果志向の法思考は、結果志向のと
らえ方により、必ずしも不可分のものとも同一のものともならない。国際
私法においては、行為結果志向の法思考から離れた規則結果主義の利益衡
量が求められる。
ヴィートヘルターは、法という範疇の再構築のための、中立の公正な第
三者たるべき法の欠如を埋め合わせる後継制度として、法と非法（Recht
 
und Unrecht）の牴触法に期待を示
(63)
す。ヴィートヘルターによれば、これ
まで絶えず区別と区別についての決定を扱ってきた国際私法は、高度の争
いの文化（Streitkultur）と深い教養の積み重ねの素晴らしいパラドクスの
所産であ
(64)
る。法律家の論証において、結果の「衡量」は、もはや不可能と
される。唯一可能なのが、判決すべき問題の区別にかかわる、法の適用の
結果ではなく法の処理様式としての結果の「熟考」であ
(65)
る。実質法におけ
(63) ルードルフ・ヴィートヘルター「法における論証について―法的根拠としての
?裁判の結果>―」トイブナー・前掲書（註（16））108、125頁。
(64) 同上論文126頁。
(65) 同上論文138～139頁。
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る行為結果志向の法思考ではなく、国際私法における規則結果志向の法思
考こそが法の再構築に有用なものとされている。
ルーマンの結論にある、外部の内部転写による概念と利益との均衡を国
際私法上の利益衡量において実現するためには、国際私法の外部にある実
質法上の利益を直接参照するのではなく、国際私法の内部に転写して国際
私法上の利益としなければならない。また、特定の個別事案における結果
を導く役割はあくまでも実質法に委ねられるべきである。
たとえば、主に遺産の清算管理の視点から、国際相続における遺産処理
にかかわる国家の利益、遺産債権者の利益、将来に現れるかもしれない相
続人の利益などの相互の牴触を、マコーミックのいう規則結果主義にもと
づき、調整するプロセスの構築が、本来の牴触法としての国際私法の役割
の限界であり、可能性でもある。したがって、国際私法上の利益衡量から
導かれるべきは、「特定の個別事案で特定の相続財産を特定の国庫または
人に帰属させる」ための準拠法指定「アプローチ」であってはならず、
「相続財産一般が円滑に処理され適切に精算される」という「結果」をも
たらすような牴触法の「ルール」でなければならない。
【付記】 木棚照一先生と初めて直接お目にかかる機会を得たのは、大学２回生
の秋のころ、どうしても先生のゼミに入りたくて直接交渉のために出席した立
命館大学法学部の主催する園遊会の場である。私は未成年だった。ふりかえれ
ば、これまでの人生の約半分において、数えきれない学恩を先生から得て、数
えきれない迷惑ばかりを先生に返してきた。先生からの大きすぎる学恩に報い
るのはあまりに難しいことながら、先生のご健康とご長寿を祈って、せめてこ
の場で心よりの感謝を捧げたい。ありがとうございました。
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